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論 文 内 容 の 要 旨 
本研究は、ヒューマンサービスワーカーのメンタルヘルスを規定する諸要因の探索を目的とする。
方法として、主に教師といのちの電話相談員に対する質問紙調査結果から、諸々の統計分析を多用し、
両者の比較も交えて諸規定要因の検討をした。全 8章構成の本研究のもつ意義を、各章の意義・成果
等も含めて以下に概括する。 
第 1章の「研究の概要」で、従来のヒューマンサービスワーカーのメンタルヘルス研究は看護職が
主流で、教師やいのちの電話相談員に関する研究は稀であった。また、教師でも小・中学校が主で高
校や幼稚園・特別支援学校も含めた網羅的な研究は皆無であった。ゆえに、次章からの目的 1～目的
7 のメンタルヘルスやバーンアウト、デモチベーションや感情労働傾向等を始めとした諸々の規定要
因を探索する本研究に意義が見いだされた。 
第 2章の「先行する文献の考察および本調査の方法および使用尺度の選定」（目的 1）では、ヒュー
マンサービスワーカーのメンタルヘルスとその主要因であるバーンアウトの両規定要因に関する先
行研究を、教師を中心に詳細に考察した。結果的に、日本のバーンアウト研究の先駆である土居ら
（1988）の研究成果の重要性を再確認し、彼らの用いた諸尺度を使用することに妥当性を見た。また、
個人的要因として性格特性との関連を測る目的でエゴグラム尺度を取り入れたことで、5 校種の網羅
とともに、本研究の独自性が新に包含されることになった。 
第 3 章の「ヒューマンサービスワーカーのメンタルヘルスを規定する諸要因についての検討」(目
的 2）では、医師・看護師や教師に比べ、いのちの電話相談員のメンタルヘルス状態の良さが窺えた
が、土居ら（1988）の結果と同様、①バーンアウト・②無力体験・③日頃のまわりからの支援の 3尺
度と、教師は④デモチベーション尺度がメンタルヘルスを規定する主要因であった。また、性格や個
人的要因として、⑤タイプ A行動特性や、⑥「リアリティショック」等が教師や看護師等に共通する
規定要因であった。さらに、活動現場の環境や「状況」等の輻輳要因、相互作用としての「関係性」
がメンタルヘルスを規定する要因の鍵概念であると窺えた。この結果を踏まえて、次章以降で、バー
ンアウト→デモチベーション→感情労働へとブレイクダウンしていくことにつながった。 
第 4章の「ヒューマンサービスワーカーのバーンアウトを規定する諸要因の探索」（目的 3）では、
土居ら（1988）との比較等から、①無力体験・②日頃のまわりからの支援尺度と、教師では③デモチ
ベーション尺度がメンタルヘルスと共通するバーンアウトの主規定要因であった。しかし、メンタル
ヘルス規定要因と異なり、性格や基本的属性は重要な要因にはならなかった。また、いのちの電話相
談員の場合、前章以上に教師や看護師など他職よりも健康度が極めて高く、養成課程の精度の高さと、
活動現場での関係性の良好さが窺えた。よって、ヒューマンサービスワーカーにとって、対人関係を
 主とする周囲の環境や雰囲気、「状況」との相互作用が前章と同じく鍵となり、「関係性の中で生き
る」ための相互扶助（互助）が、バーンアウトを緩衝する要因である可能性が一層窺えた。 
第 5 章の「ヒューマンサービスワーカーのデモチベーションを規定する諸要因の探索」（目的 4）
では、前章・前々章同様、デモチベーションの規定要因とメンタルヘルス・バーンアウト両規定要因
との関連性の高さは、教師は確認できたが、いのちの電話相談員では認められなかった。しかし、教
師といのちの電話相談員に共通する規定要因として、対人援助活動上の①不快な人間関係・②被援助
者に対する否定的なイメージ・③日頃のまわりからの支援の無さなどが窺えた。よって、教師は子ど
も、いのちの電話相談員はコーラーという被援助者との関係性と、そのマイナス感情への対処がデモ
チベーションを緩和させる鍵となった。また、バーンアウト規定要因と一致して性格・属性は規定要
因ではなく、輻輳する「状況」の中での「関係性」が規定要因である可能性が高まった。つまり、教
師の場合、アサーション能力や積極的なコーピングが、また、いのちの電話相談員の場合、組織的な
取り組みとしてのピアカウンセリングがデモチベーション緩衝要因となっていることが窺えた。 
第 6章の「ヒューマンサービスワーカーの感情労働傾向を規定する諸要因の探索」（目的 5）では、
ヒューマンサービスワーカーは感情労働者であり、ストレスフルな対人援助活動で心的エネルギーの
消耗に伴い、エゴグラム４指標は下降するが AC 得点（従順性）だけが上昇するという、「感情労働
傾向」仮説の有効性は確認できた。しかし、感情労働傾向 3群化によって規定要因を検討すると、下
降した 4 指標のうち CP 得点（厳父性）も逆に上昇傾向を示し、仮説修正の必要性が生じた。だがこ
れは、「イイ子」（従順性）が強まると日本人的タイプ A行動特性傾向（自責感情）も強まるとする
先行研究と合致していた。また、教師の場合、「リアリティショック」の徴候を示したが、前章・前々
章と同様、それ以外の性格や属性は規定要因ではなかった。さらに、いのちの電話相談員の場合、前
章までと同じく、感情労働傾向とメンタルヘルス・バーンアウト傾向との間に教師ほどの有意差が見
られなかったゆえに、「状況」や環境・雰囲気などの輻輳要因の中での、互助精神や同僚性・なかま
意識といった「関係性」・「関係性の中での情緒的自立」が感情労働傾向を緩衝する要因であること
が窺えた。 
第 7 章の「教師の校種別によるメンタルヘルスを規定する諸要因の異同についての比較検討」(目
的 6)では、5校種にわたる教師のメンタルヘルス規定要因の多面的な先行研究は無く、実証的に検討
した本研究は意義・独自性を有していた。前章までの各規定要因を校種別に分析した結果、幼稚園教
諭のメンタルヘルス状態が悪く、特に「リアリティショック」が顕著であった。また、年少組担任に
とり少子化時代の中で子育ての失敗に強い不安を抱く保護者の圧力の強さが窺えた。よって、幼稚園
教師への早急なメンタルヘルス対策が必要とされた。 
第 8章の「ヒューマンサービスワーカーのメンタルヘルス対策についての検討とまとめ」（目的 7）
では、前章までのメンタルヘルス諸規定要因のまとめから、性格や属性に共通な規定要因は殆ど窺え
なかったが、これは反面、各尺度の測度の多面性を示す結果と言えた。また、土居ら（1988）が詳察
を省除した相談の有無や相談相手の設問結果から、アサーションスキル、積極的コーピング等が緩衝
要因となってメンタルヘルス維持・増進につながることが本研究で新しく示された。そして、メンタ
ーによるメンタリングやピアカウンセリングがソーシャルサポート（相互扶助）として有効であるこ
とも本研究で明らかになった。ゆえに、人と人との間の相互作用である対人関係を職務の中心とする
ヒューマンサービスワーカーにとって、「今ここ」での活動現場の環境や「状況」、同僚性や協働性
といった関係性が各規定要因を補完・緩衝する働きをしていることが本研究で明確になった。 
先行研究とは、属性に関しては「リアリティショック」や、進路指導の分掌担当者にメンタルヘル
ス状態が悪い傾向が窺えた点は一致したが、管理職である教頭や 50 代のベテラン教師にメンタルヘ
ルス状態の良さが窺えた点は先行研究とは逆の結果を示した。また、タイプ A行動特性や神経質行動
特性といった性格特性や生徒指導の校務分掌もメンタルヘルス規定要因にはならず、先行研究と相違
する面も窺えた。その他、諸尺度の分析結果で各校種に共通するメンタルヘルス規定要因は無く、校
種間及び各学校間でも諸規定要因が相違し、先行研究にある「教師バーンアウト」や「職務バーンア
ウト」等と一纏めに括れる規定要因は殆ど窺えなかった。 
 以上を踏まえて、公助（マクロ）・互助（メゾ）・自助（ミクロ）の各システムから、教師のメン
タルヘルス対策を中心に諸々の方途を提言した。行政施策レベルでは、教員養成課程・新任および現
 任研修制度の改変・拡充、メンタルヘルス対策支援センターや公平・中立な第三者機関の設置、スク
ールカウセラーおよびスクールソーシャルワーカーの全校配置など。しかし、教育行財政には期待で
きず、その補完システムとして各学校間レベルでの管理職のリーダーシップとメンタルヘルス研修、
主幹教諭をメンターとするミドルリーダーシップ体制や、同僚性や協働性の賦活など。そして、自助
レベルでは、「関係性を生きる」ゆえに自助努力（自己責任）の限界から、アサーションや積極的コ
ーピングをする生き方の変容につながるグループトレイニングの可能性と、病前（予防策）・病中（早
期発見・早期治療）・病後（予後）の自助的メンタルヘルス対策などである。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、教員といのちの電話相談員のメンタルヘルスに関する調査研究が相対的に少ない（とり
わけ教員では幼稚園、高校のデータが少ない）中で、幼稚園、高校を含めた５校種でのデータに基づ
き、ヒューマンサービスワーカーのメンタルヘルスの実態とその規定要因を明らかにしようとした意
欲的な調査研究である。メンタルヘルスへの着眼は、経営の論理が強化される社会状況にあって、人
間の論理あるいは生活者の視点からの問題の構築であり、その意味で生活科学の研究としても有意義
である。また本論文は、教育現場に多様な評価システムが導入されることで、仲間性・同僚性が喪失
され、結果としてメンタルヘルス問題が深刻な問題として存在していることを指摘している。これは、
教育現場で子どもが消費者として成立し、教育の対象として成立しにくい状況を反映したものと解釈
することもできる。これらの状況に対する３つの水準からの提案は、実現性の低いものも含まれてい
るが、教師におけるメンターによるメンタリング、いのちの電話相談員におけるピアカウンセリング
等は、彼らへのソーシャルサポートとして有効であると思料される。加えて本論文は、グローバリズ
ムに対応したわが国の教育システムの変更が、教育現場に多くの混乱を生じていることを、メンタル
ヘルスという指標を通して間接的に証明している。 
以上により、審査委員会は本論文が博士（学術）の授与に値するものと認めた。 
 
